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１【半期報告書の訂正報告書の提出理由】

　当社の関係会社において、少なくとも平成17年3月期（第1期）より平成21年3月期（第5期）までの間に、複数の取引先との間

で実体のない循環取引を繰り返し行った上、各事業年度においてかかる循環取引による架空の売上及び仕入を計上していたこ

とが判明しました。

　これにより、過大に計上されていた売上高及び仕入高を修正するとともに、不適切な取引に係る債権及び債務の修正、当社が

収受した当該関係会社からの配当金の取り消し等、必要と認められる修正を行いました。

　その概要は、下記のとおりであります。

 

(1)中間連結損益計算書

    （単位：百万円）

  訂正前(A) 訂正後(B) 影響額(B)－(A)

第4期中間
平成20年3月期中間

売上高 137,668 133,997 △3,670

営業損失（△） △705 △910 △205

経常損失（△） △1,551 △1,756 △205

中間純損失（△） △1,635 △1,840 △205

 

(2)中間損益計算書

    （単位：百万円）

  訂正前(A) 訂正後(B) 影響額(B)－(A)

第4期中間
平成20年3月期中間

営業収益 1,635 1,435 △200

営業利益 483 283 △200

経常利益 856 656 △200

中間純利益 805 605 △200

 

　これらを訂正するため、金融商品取引法第24条の5第5項の規定に基づき、平成19年12月10日に提出しました第4期中（自　平成

19年4月1日　至　平成19年9月30日）半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　訂正後の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、監査法人トーマツにより再度中間監査を受けており、その中間監査

報告書を添付しております。
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２【訂正事項】

第一部　企業情報

第1　企業の概況

1　主要な経営指標等の推移

(1)連結経営指標等

(2)提出会社の経営指標等

第2　事業の状況

1　業績等の概要

(1)業績

2　生産、受注及び販売の状況

(3)販売実績

第5　経理の状況

1　中間連結財務諸表等

(1)中間連結財務諸表

①　中間連結貸借対照表

②　中間連結損益計算書

③　中間連結株主資本等変動計算書

④　中間連結キャッシュ・フロー計算書

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

注記事項

（セグメント情報）

（1株当たり情報）

2　中間財務諸表等

(1)中間財務諸表

①　中間貸借対照表

②　中間損益計算書

③　中間株主資本等変動計算書

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

 

３【訂正箇所】

　訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

（訂正前）

回次 第2期中 第3期中 第4期中 第2期 第3期

会計期間

自平成17年
4月 1日

至平成17年
9月30日

自平成18年
4月 1日

至平成18年
9月30日

自平成19年
4月 1日

至平成19年
9月30日

自平成17年
4月 1日

至平成18年
3月31日

自平成18年
4月 1日

至平成19年
3月31日

売上高 （百万円） 112,553120,750137,668243,428260,732

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △894 1,099 △1,551 5,099 5,517

中間（当期）純利益又は
中間純損失（△）

（百万円） 556 995 △1,635 598 4,130

純資産額 （百万円） 66,778 77,583 86,275 72,437 85,783

総資産額 （百万円） 248,945249,783259,544254,808254,331

1株当たり純資産額 （円） 187.99 201.82 219.92 203.91 221.44

1株当たり中間（当期）純利
益又は中間純損失（△）

（円） 1.57 2.77 △4.45 1.68 11.42

潜在株式調整後1株当たり
中間（当期）純利益

（円） － 2.74 － － －

自己資本比率 （％） 26.8 29.4 31.1 28.4 32.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △3,728 445 △86 △8,206 △2,753

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 19,915△3,104 △2,941 20,551 4,560

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △17,577 1,203 3,793△13,481△3,890

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

（百万円） 7,624 6,696 7,421 8,187 6,325

従業員数
［外、平均臨時雇用者数］

（人）
12,016
［1,709］

11,909
［2,115］

12,422
［2,532］

11,710
［1,903］

12,037
［2,334］

　（注）1．売上高には、消費税等は含まれておりません。

2．第3期中以外の「潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益」については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

3．第3期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。
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（訂正後）

回次 第2期中 第3期中 第4期中 第2期 第3期

会計期間

自平成17年
4月 1日

至平成17年
9月30日

自平成18年
4月 1日

至平成18年
9月30日

自平成19年
4月 1日

至平成19年
9月30日

自平成17年
4月 1日

至平成18年
3月31日

自平成18年
4月 1日

至平成19年
3月31日

売上高 （百万円） 108,701117,104133,997235,137253,598

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △1,117 891 △1,756 4,626 5,070

中間（当期）純利益又は
中間純損失（△）

（百万円） 334 755 △1,840 125 3,131

純資産額 （百万円） 63,933 74,248 81,976 69,342 81,688

総資産額 （百万円） 245,897246,193255,604251,163249,963

1株当たり純資産額 （円） 179.98 192.64 208.21 195.20 210.29

1株当たり中間（当期）純利
益又は中間純損失（△）

（円） 0.94 2.10 △5.01 0.35 8.66

潜在株式調整後1株当たり
中間（当期）純利益

（円） － 2.09 － － －

自己資本比率 （％） 26.0 28.4 29.9 27.6 30.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △3,728 445 △86 △8,206 △2,753

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 19,915△3,104 △2,941 20,551 4,560

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △17,577 1,203 3,793△13,481△3,890

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

（百万円） 7,624 6,696 7,421 8,187 6,325

従業員数
［外、平均臨時雇用者数］

（人）
12,016
［1,709］

11,909
［2,115］

12,422
［2,532］

11,710
［1,903］

12,037
［2,334］

　（注）1．売上高には、消費税等は含まれておりません。

2．第3期中以外の「潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益」については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

3．第3期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。
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(2)提出会社の経営指標等

（訂正前）

回次 第2期中 第3期中 第4期中 第2期 第3期

会計期間

自平成17年
4月 1日

至平成17年
9月30日

自平成18年
4月 1日

至平成18年
9月30日

自平成19年
4月 1日

至平成19年
9月30日

自平成17年
4月 1日

至平成18年
3月31日

自平成18年
4月 1日

至平成19年
3月31日

売上高 （百万円） 3,212 2,873 1,635 6,099 4,233

経常利益 （百万円） 1,800 1,876 856 3,101 2,289

中間（当期）純利益 （百万円） 1,232 1,622 805 1,865 1,939

資本金 （百万円） 15,000 16,052 16,505 15,000 16,505

発行済株式総数 （千株） 355,539363,808367,574355,539367,574

純資産額 （百万円） 78,499 82,840 83,885 79,124 84,220

総資産額 （百万円） 156,900152,150151,677148,203150,222

1株当たり配当額 （円） － － － － 3

自己資本比率 （％） 50.0 54.4 55.3 53.4 56.1

従業員数
［外、平均臨時雇用者数］

（人）
295
［40］

260
［55］

236
［57］

271
［42］

255
［59］

　（注）1．売上高には、消費税等は含まれておりません。

2．「1株当たり純資産額」、「1株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益」

については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

 

（訂正後）

回次 第2期中 第3期中 第4期中 第2期 第3期

会計期間

自平成17年
4月 1日

至平成17年
9月30日

自平成18年
4月 1日

至平成18年
9月30日

自平成19年
4月 1日

至平成19年
9月30日

自平成17年
4月 1日

至平成18年
3月31日

自平成18年
4月 1日

至平成19年
3月31日

売上高 （百万円） 3,186 2,865 1,435 6,074 4,225

経常利益 （百万円） 1,775 1,868 656 3,075 2,281

中間（当期）純利益 （百万円） 1,207 1,614 605 1,840 1,931

資本金 （百万円） 15,000 16,052 16,505 15,000 16,505

発行済株式総数 （千株） 355,539363,808367,574355,539367,574

純資産額 （百万円） 78,474 82,807 83,652 79,099 84,187

総資産額 （百万円） 156,900152,150151,677148,203150,222

1株当たり配当額 （円） － － － － 3

自己資本比率 （％） 50.0 54.4 55.2 53.4 56.0

従業員数
［外、平均臨時雇用者数］

（人）
295
［40］

260
［55］

236
［57］

271
［42］

255
［59］

　（注）1．売上高には、消費税等は含まれておりません。

2．「1株当たり純資産額」、「1株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益」

については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。
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第２【事業の状況】
 

１【業績等の概要】

(1)業績

（訂正前）

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績が概ね堅調に推移し、設備投資や雇用状況の改善を背景に景気の拡

大傾向は緩やかながらも持続しましたが、原油や非鉄金属をはじめとする原材料の価格高騰、米国経済の減速懸念等、景気

の先行きは不透明感が増してきました。特に当社グループにおける主要原材料である鉛の価格は当期に入り急激に上昇

し、史上最高値を記録するまでに至り、当社グループ経営にとって厳しい状況となりました。

　このような状況にあって当社グループでは、グループの新たな成長を実現すべく「第一次中期経営計画」（平成18年度

～平成20年度）及び「自動車電池事業再生2ヵ年計画」（平成19年度～平成20年度）のもと、前期に引き続き収益体質の

抜本的改善及び業績目標の達成に向けた諸施策への取り組みを推進しました。

　当中間連結会計期間の売上高は、国内市場で補修用自動車電池の販売数量が減少しましたものの産業電池及び電源装置

が好調に推移したこと、原材料価格高騰による販売価格の改定を国内、海外市場において実施したこと等により、1,376億

68百万円と前年同期に比べ169億17百万円（14.0％）の増加となりました。

　利益面については、人件費をはじめとした経費が減少しましたが、主要原材料である鉛等の急激な価格高騰に国内市場に

おける販売価格の改定が追いつかず、当中間連結会計期間の営業損失は7億5百万円と、前年同期に比べ18億27百万円の減

益（前年同期は営業利益11億22百万円）となりました。また、持分法損益の悪化、円高傾向に伴う為替差益の縮小等もあ

り、経常損失は15億51百万円と、前年同期に比べ26億51百万円の減益（前年同期は経常利益10億99百万円）となりました。

　なお、関係会社株式の売却益などを特別利益に計上する一方、固定資産除却損などを特別損失に計上し、さらに法人税等

調整額を含む税金費用を加味しました結果、当中間連結会計期間の中間純損失は16億35百万円と、前年同期に比べ26億30

百万円の減益（前年同期は中間純利益9億95百万円）となりました。

 

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（電池及び電源）

　国内（自動車電池）においては、新車用は販売数量の増加や値上げ効果により好調に推移しましたが、補修用について

は販売価格の改定を行ったものの販売数量の減少があり厳しい状況が続きました。自動車関連機器はほぼ前年並となり

ました。利益面では、経費削減や販売価格改定に取り組みましたが、原材料の急激な高騰に十分に追いつかなかったため

減益となりました。

　国内（産業電池及び電源装置）においては、フォークリフト用電池は新車用が総需要の伸びにより好調でしたが補修

用はほぼ前年並となりました。据置用電池及び電源装置では通信関連分野を中心に需要が拡大し順調に推移しました。

小型鉛電池、アルカリ電池については堅調に推移しました。利益面では、自動車電池と同様に原材料価格高騰の影響を受

けましたが販売価格の改定により対応することができました。

　海外においては、各種電池における仲介貿易の伸長や販売価格改定の効果もあり売上高は大きく増加しました。利益面

では、販売価格改定の効果が浸透し原材料価格高騰の影響を最小限に止めました。

　これらの結果、電池及び電源部門の売上高は1,215億13百万円と、前年同期に比べ198億47百万円（19.5％）の増加と

なった反面、営業損失は3億28百万円と、前年同期に比べ19億9百万円の減益（前年同期は営業利益15億81百万円）とな

りました。

 

（照明）

　施設照明分野及び紫外線応用装置で市況悪化の影響を受け売上高は減少しました。また、これに伴い利益も減少しまし

た。

　この結果、売上高は74億61百万円と、前年同期に比べ6億円（7.4％）の減少となり、営業利益は3億28百万円と、前年同

期に比べ1億69百万円（34.0％）の減益となりました。
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（その他）

　デジタルカメラ用小型充電器が好調に推移しましたが、その他の電池事業において売上減となった結果、売上高は86億

94百万円と、前年同期に比べ23億29百万円（21.1％）減少しました。営業利益は小型充電器の増収効果が寄与し61百万

円と、前年同期に比べ2億22百万円の増益（前年同期は営業損失1億61百万円）となりました。

 

　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（日本）

　主要原材料である鉛価格の高騰に対し、自動車電池、産業電池及び仲介貿易において販売価格改定を実施したことを主

因として、売上高は848億91百万円と、前年同期に比べ39億14百万円（4.8％）の増加となりました。

　利益面では、原価改善、経費抑制などを図りましたが、特に自動車電池事業における販売価格改定が急激な鉛価格高騰

に追いつかず、営業損失は2億78百万円と、前年同期に比べ15億76百万円の減益（前年同期は営業利益12億97百万円）と

なりました。

 

（アジア）

　主要原材料である鉛価格の高騰に対して実施した販売価格改定の効果が浸透したことや持分法適用会社を支配力基準

により連結子会社に変更したことを主因として、売上高は249億82百万円と、前年同期に比べ67億39百万円（36.9％）の

増加となりました。

　利益面では、主要原材料の高騰に対して、一部の連結子会社で販売価格改定が追いつかなかったこと及び新規連結子会

社の影響があり、営業損失は9億73百万円と、前年同期に比べ16億円の減益（前年同期は営業利益6億27百万円）となり

ました。

 

（欧米）

　主要原材料高騰に伴う販売価格改定の浸透により、売上高は197億32百万円と、前年同期に比べ50億70百万円

（34.6％）の増加となりました。

　利益面では、特に欧州における原価改善及び経費抑制の効果が寄与したことにより、営業利益は9億24百万円と、前年同

期に比べて10億25百万円の増益（前年同期は営業損失1億円）となりました。

 

（その他の地域）

　主要原材料高騰に伴う販売価格改定の浸透により、売上高は80億62百万円と、前年同期に比べ11億93百万円（17.4％）

の増加となりました。

　一方、利益面でも価格改定が寄与し、営業利益は1億69百万円と、前年同期に比べ74百万円（77.7％）の増益となりまし

た。

 

　なお、上記セグメント別の売上高は、各セグメントの外部顧客に対する売上高を表しております。
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（訂正後）

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績が概ね堅調に推移し、設備投資や雇用状況の改善を背景に景気の拡

大傾向は緩やかながらも持続しましたが、原油や非鉄金属をはじめとする原材料の価格高騰、米国経済の減速懸念等、景気

の先行きは不透明感が増してきました。特に当社グループにおける主要原材料である鉛の価格は当期に入り急激に上昇

し、史上最高値を記録するまでに至り、当社グループ経営にとって厳しい状況となりました。

　このような状況にあって当社グループでは、グループの新たな成長を実現すべく「第一次中期経営計画」（平成18年度

～平成20年度）及び「自動車電池事業再生2ヵ年計画」（平成19年度～平成20年度）のもと、前期に引き続き収益体質の

抜本的改善及び業績目標の達成に向けた諸施策への取り組みを推進しました。

　当中間連結会計期間の売上高は、国内市場で補修用自動車電池の販売数量が減少しましたものの産業電池及び電源装置

が好調に推移したこと、原材料価格高騰による販売価格の改定を国内、海外市場において実施したこと等により、1,339億

97百万円と前年同期に比べ168億93百万円（14.4％）の増加となりました。

　利益面については、人件費をはじめとした経費が減少しましたが、主要原材料である鉛等の急激な価格高騰に国内市場に

おける販売価格の改定が追いつかず、当中間連結会計期間の営業損失は9億10百万円と、前年同期に比べ18億24百万円の減

益（前年同期は営業利益9億13百万円）となりました。また、持分法損益の悪化、円高傾向に伴う為替差益の縮小等もあり、

経常損失は17億56百万円と、前年同期に比べ26億47百万円の減益（前年同期は経常利益8億91百万円）となりました。

　なお、関係会社株式の売却益などを特別利益に計上する一方、固定資産除却損などを特別損失に計上し、さらに法人税等

調整額を含む税金費用を加味しました結果、当中間連結会計期間の中間純損失は18億40百万円と、前年同期に比べ25億95

百万円の減益（前年同期は中間純利益7億55百万円）となりました。

 

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（電池及び電源）

　国内（自動車電池）においては、新車用は販売数量の増加や値上げ効果により好調に推移しましたが、補修用について

は販売価格の改定を行ったものの販売数量の減少があり厳しい状況が続きました。自動車関連機器はほぼ前年並となり

ました。利益面では、経費削減や販売価格改定に取り組みましたが、原材料の急激な高騰に十分に追いつかなかったため

減益となりました。

　国内（産業電池及び電源装置）においては、フォークリフト用電池は新車用が総需要の伸びにより好調でしたが補修

用はほぼ前年並となりました。据置用電池及び電源装置では通信関連分野を中心に需要が拡大し順調に推移しました。

小型鉛電池、アルカリ電池については堅調に推移しました。利益面では、自動車電池と同様に原材料価格高騰の影響を受

けましたが販売価格の改定により対応することができました。

　海外においては、各種電池における仲介貿易の伸長や販売価格改定の効果もあり売上高は大きく増加しました。利益面

では、販売価格改定の効果が浸透し原材料価格高騰の影響を最小限に止めました。

　これらの結果、電池及び電源部門の売上高は1,215億13百万円と、前年同期に比べ198億47百万円（19.5％）の増加と

なった反面、営業損失は3億28百万円と、前年同期に比べ19億9百万円の減益（前年同期は営業利益15億81百万円）とな

りました。

 

（照明）

　紫外線応用装置で市況悪化の影響を受け売上高は減少しました。また、これに伴い利益も減少しました。

　この結果、売上高は37億90百万円と、前年同期に比べ6億24百万円（14.1％）の減少となり、営業利益は1億23百万円と、

前年同期に比べ1億65百万円（57.3％）の減益となりました。

 

（その他）

　デジタルカメラ用小型充電器が好調に推移しましたが、その他の電池事業において売上減となった結果、売上高は86億

94百万円と、前年同期に比べ23億29百万円（21.1％）減少しました。営業利益は小型充電器の増収効果が寄与し61百万

円と、前年同期に比べ2億22百万円の増益（前年同期は営業損失1億61百万円）となりました。
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　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（日本）

　主要原材料である鉛価格の高騰に対し、自動車電池、産業電池及び仲介貿易において販売価格改定を実施したことを主

因として、売上高は812億20百万円と、前年同期に比べ38億90百万円（5.0％）の増加となりました。

　利益面では、原価改善、経費抑制などを図りましたが、特に自動車電池事業における販売価格改定が急激な鉛価格高騰

に追いつかず、営業損失は4億83百万円と、前年同期に比べ15億72百万円の減益（前年同期は営業利益10億89百万円）と

なりました。

 

（アジア）

　主要原材料である鉛価格の高騰に対して実施した販売価格改定の効果が浸透したことや持分法適用会社を支配力基準

により連結子会社に変更したことを主因として、売上高は249億82百万円と、前年同期に比べ67億39百万円（36.9％）の

増加となりました。

　利益面では、主要原材料の高騰に対して、一部の連結子会社で販売価格改定が追いつかなかったこと及び新規連結子会

社の影響があり、営業損失は9億73百万円と、前年同期に比べ16億円の減益（前年同期は営業利益6億27百万円）となり

ました。

 

（欧米）

　主要原材料高騰に伴う販売価格改定の浸透により、売上高は197億32百万円と、前年同期に比べ50億70百万円

（34.6％）の増加となりました。

　利益面では、特に欧州における原価改善及び経費抑制の効果が寄与したことにより、営業利益は9億24百万円と、前年同

期に比べて10億25百万円の増益（前年同期は営業損失1億円）となりました。

 

（その他の地域）

　主要原材料高騰に伴う販売価格改定の浸透により、売上高は80億62百万円と、前年同期に比べ11億93百万円（17.4％）

の増加となりました。

　一方、利益面でも価格改定が寄与し、営業利益は1億69百万円と、前年同期に比べ74百万円（77.7％）の増益となりまし

た。

 

　なお、上記セグメント別の売上高は、各セグメントの外部顧客に対する売上高を表しております。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(3)販売実績

（訂正前）

　当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

電池及び電源   

国内（自動車電池） 34,280 105.0

国内（産業電池及び電源装置） 26,434 107.7

海外 60,798 136.7

小計 121,513 119.5

照明 7,461 92.6

その他 8,694 78.9

合計 137,668 114.0

　（注）1．セグメント間の取引については相殺消去しております。

2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（訂正後）

　当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

電池及び電源   

国内（自動車電池） 34,280 105.0

国内（産業電池及び電源装置） 26,434 107.7

海外 60,798 136.7

小計 121,513 119.5

照明 3,790 85.9

その他 8,694 78.9

合計 133,997 114.4

　（注）1．セグメント間の取引については相殺消去しております。

2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第５【経理の状況】
 

＜前略＞

 

2．監査証明について

（訂正前）

　当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の中間

連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の中間財務諸表について、並びに、金融商品

取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の中間連結財務

諸表及び当中間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる

中間監査を受けております。

 

（訂正後）

　当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の中間

連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の中間財務諸表について、並びに、金融商品

取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の中間連結財務

諸表及び当中間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる

中間監査を受けております。

　なお、金融商品取引法第24条の5第5項の規定に基づき、半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、訂正後の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受け、改めて、中間監査報告書を受領しておりま

す。
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１【中間連結財務諸表等】

(1)【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

（訂正前）

  
前中間連結会計期間末
（平成18年9月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年9月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

1　現金及び預金 ※2  7,055   7,445   6,395  

2　受取手形及び売掛金 ※6  53,637   61,819   64,274  

3　有価証券   29   －   －  

4　たな卸資産   43,307   48,113   42,687  

5　繰延税金資産   1,707   1,939   1,891  

6　その他   9,764   11,076   12,838  

貸倒引当金   △457   △457   △316  

流動資産合計   115,04546.1  129,93750.1  127,77150.2

Ⅱ　固定資産           

1　有形固定資産 ※1,2          

(1)建物及び構築物  25,819   26,465   25,452   

(2)機械装置及び運搬具  20,532   23,521   21,958   

(3)土地  31,078   25,922   25,520   

(4)建設仮勘定  4,618   1,932   1,861   

(5)その他  2,79384,841  2,49680,339  2,51277,305  

2　無形固定資産           

(1)のれん  648   398   586   

(2)その他  2,416 3,065  2,388 2,787  2,295 2,881  

3　投資その他の資産           

(1)投資有価証券 ※2,5 36,977   38,312   39,015   

(2)繰延税金資産  4,625   2,208   1,906   

(3)その他  5,915   6,435   5,900   

貸倒引当金  △724 46,793  △497 46,458  △480 46,342  

固定資産合計   134,70053.9  129,58549.9  126,52949.8

Ⅲ　繰延資産   37 0.0  22 0.0  29 0.0

資産合計   249,783100.0  259,544100.0  254,331100.0
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前中間連結会計期間末
（平成18年9月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年9月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

1　支払手形及び買掛金 ※2,6  23,532   25,593   29,486  

2　短期借入金 ※2  46,554   69,385   50,377  

3　コマーシャルペーパー   4,247   4,168   6,000  

4　1年以内償還予定の社債   10,000   －   5,000  

5　未払金   14,080   12,570   13,948  

6　未払法人税等   701   1,227   1,366  

7　繰延税金負債   95   1   2  

8　その他   10,056   10,726   9,295  

流動負債合計   109,26843.7  123,67247.6  115,47645.4

Ⅱ　固定負債           

1　転換社債型新株予約
権付社債

  900   －   －  

2　長期借入金 ※2  33,765   25,401   28,700  

3　繰延税金負債   5,778   3,053   3,180  

4　再評価に係る繰延税
金負債

  4,247   4,025   4,025  

5　退職給付引当金   5,790   6,043   5,714  

6　役員退職慰労引当金   236   299   248  

7　その他   12,214   10,773   11,202  

固定負債合計   62,93125.2  49,59619.2  53,07120.9

負債合計   172,20068.9  173,26966.8  168,54766.3

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

1　資本金   16,0526.4  16,5056.3  16,5056.4

2　資本剰余金   37,89115.2  38,33914.8  38,33915.1

3　利益剰余金   4,3601.7  5,1042.0  7,8413.1

4　自己株式   △84 △0.0  △92 △0.0  △93 △0.0

株主資本合計   58,22023.3  59,85523.1  62,59224.6

Ⅱ　評価・換算差額等           

1　その他有価証券評価
差額金

  9,0893.6  11,6394.5  11,1264.4

2　繰延ヘッジ損益   － －  383 0.1  9 0.0

3　土地再評価差額金   6,2572.5  5,9122.3  5,9122.3

4　為替換算調整勘定   △210△0.0  2,9661.1  1,6770.7

評価・換算差額等合計   15,1356.1  20,9028.0  18,7257.4

Ⅲ　少数株主持分   4,2271.7  5,5172.1  4,4651.7

純資産合計   77,58331.1  86,27533.2  85,78333.7

負債純資産合計   249,783100.0  259,544100.0  254,331100.0

           

 

EDINET提出書類

株式会社　ジーエス・ユアサ　コーポレーション(E02089)

訂正半期報告書

14/53



（訂正後）

  
前中間連結会計期間末
（平成18年9月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年9月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

1　現金及び預金 ※2  7,055   7,445   6,395  

2　受取手形及び売掛金 ※6  50,047   57,879   59,907  

3　有価証券   29   －   －  

4　たな卸資産   43,307   48,113   42,687  

5　繰延税金資産   1,707   1,939   1,891  

6　その他   9,764   11,076   12,838  

貸倒引当金   △457   △457   △316  

流動資産合計   111,45545.3  125,99749.3  123,40449.4

Ⅱ　固定資産           

1　有形固定資産 ※1,2          

(1)建物及び構築物  25,819   26,465   25,452   

(2)機械装置及び運搬具  20,532   23,521   21,958   

(3)土地  31,078   25,922   25,520   

(4)建設仮勘定  4,618   1,932   1,861   

(5)その他  2,79384,841  2,49680,339  2,51277,305  

2　無形固定資産           

(1)のれん  648   398   586   

(2)その他  2,416 3,065  2,388 2,787  2,295 2,881  

3　投資その他の資産           

(1)投資有価証券 ※2,5 36,977   38,312   39,015   

(2)繰延税金資産  4,625   2,208   1,906   

(3)その他  5,915   6,435   5,900   

貸倒引当金  △724 46,793  △497 46,458  △480 46,342  

固定資産合計   134,70054.7  129,58550.7  126,52950.6

Ⅲ　繰延資産   37 0.0  22 0.0  29 0.0

資産合計   246,193100.0  255,604100.0  249,963100.0
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前中間連結会計期間末
（平成18年9月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年9月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

1　支払手形及び買掛金 ※2,6  23,277   25,186   29,213  

2　短期借入金 ※2  46,554   69,385   50,377  

3　コマーシャルペーパー   4,247   4,168   6,000  

4　1年以内償還予定の社債   10,000   －   5,000  

5　未払金   14,080   12,570   13,948  

6　未払法人税等   701   1,227   1,366  

7　繰延税金負債   95   1   2  

8　その他   10,056   11,492   9,295  

流動負債合計   109,01344.3  124,03248.5  115,20446.1

Ⅱ　固定負債           

1　転換社債型新株予約
権付社債

  900   －   －  

2　長期借入金 ※2  33,765   25,401   28,700  

3　繰延税金負債   5,778   3,053   3,180  

4　再評価に係る繰延税
金負債

  4,247   4,025   4,025  

5　退職給付引当金   5,790   6,043   5,714  

6　役員退職慰労引当金   236   299   248  

7　その他   12,214   10,773   11,202  

固定負債合計   62,93125.5  49,59619.4  53,07121.2

負債合計   171,94569.8  173,62867.9  168,27567.3

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

1　資本金   16,0526.5  16,5056.4  16,5056.6

2　資本剰余金   37,89115.4  38,33915.0  38,33915.3

3　利益剰余金   1,0250.4  804 0.3  3,7461.5

4　自己株式   △84 △0.0  △92 △0.0  △93 △0.0

株主資本合計   54,88522.3  55,55621.7  58,49823.4

Ⅱ　評価・換算差額等           

1　その他有価証券評価
差額金

  9,0893.7  11,6394.6  11,1264.5

2　繰延ヘッジ損益   － －  383 0.1  9 0.0

3　土地再評価差額金   6,2572.5  5,9122.3  5,9122.3

4　為替換算調整勘定   △210△0.1  2,9661.2  1,6770.7

評価・換算差額等合計   15,1356.1  20,9028.2  18,7257.5

Ⅲ　少数株主持分   4,2271.8  5,5172.2  4,4651.8

純資産合計   74,24830.2  81,97632.1  81,68832.7

負債純資産合計   246,193100.0  255,604100.0  249,963100.0
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②【中間連結損益計算書】

（訂正前）

  
前中間連結会計期間
自　平成18年4月 1日
至　平成18年9月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年4月 1日
至　平成19年9月30日

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   120,750100.0  137,668100.0  260,732100.0

Ⅱ　売上原価   95,70879.3  113,55282.5  203,60478.1

売上総利益   25,04120.7  24,11617.5  57,12721.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1  23,91919.8  24,82118.0  50,33819.3

営業利益又は営業損失（△）   1,1220.9  △705△0.5  6,7892.6

Ⅳ　営業外収益           

1　受取利息及び配当金  316   318   460   

2　持分法による投資利益  220   －   －   

3　為替差益  643   13   1,146   

4　材料処分益  －   267   －   

5　その他  521 1,7021.4 799 1,3981.0 1,047 2,6551.0

Ⅴ　営業外費用           

1　支払利息  1,048   1,421   2,170   

2　持分法による投資損失  －   220   450   

3　その他  676 1,7241.4 602 2,2441.6 1,306 3,9271.5

経常利益又は経常損失（△）   1,0990.9  △1,551△1.1  5,5172.1

Ⅵ　特別利益           

1　固定資産売却益 ※2 119   10   6,393   

2　投資有価証券売却益  65   493   279   

3　貸倒引当金戻入益  54   6   －   

4　その他  65 305 0.3 82 593 0.4 208 6,8802.6

Ⅶ　特別損失           

1　関係会社過年度損益修正損  342   39   －   

2　固定資産除却損 ※3 77   74   1,963   

3　固定資産売却損 ※4 1   12   8   

4　投資有価証券評価損  42   2   45   

5　減損損失 ※5 698   －   2,302   

6　高槻事業所跡地再開発
関係費用

 －   94   198   

7　事業再編費用  12   －   603   

8　その他  701 1,8761.6 151 375 0.3 4,212 9,3353.5

税金等調整前中間純損失
（△）又は当期純利益

  △470△0.4  △1,333△1.0  3,0621.2

法人税、住民税及び事業税  1,091   1,486   2,526   

法人税等調整額  △2,683△1,591△1.3△1,016 470 0.3△3,591△1,065△0.4

少数株主利益又は少数
株主損失（△）

  125 0.1  △167△0.1  △3 △0.0

中間（当期）純利益又は中間
純損失（△）

  995 0.8  △1,635△1.2  4,1301.6
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（訂正後）

  
前中間連結会計期間
自　平成18年4月 1日
至　平成18年9月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年4月 1日
至　平成19年9月30日

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   117,104100.0  133,997100.0  253,598100.0

Ⅱ　売上原価   92,27078.8  110,08682.2  196,91677.6

売上総利益   24,83321.2  23,91117.8  56,68122.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1  23,91920.4  24,82118.5  50,33819.9

営業利益又は営業損失（△）   913 0.8  △910△0.7  6,3432.5

Ⅳ　営業外収益           

1　受取利息及び配当金  316   318   460   

2　持分法による投資利益  220   －   －   

3　為替差益  643   13   1,146   

4　材料処分益  －   267   －   

5　その他  521 1,7021.5 799 1,3981.0 1,047 2,6551.0

Ⅴ　営業外費用           

1　支払利息  1,048   1,421   2,170   

2　持分法による投資損失  －   220   450   

3　その他  676 1,7241.5 602 2,2441.6 1,306 3,9271.5

経常利益又は経常損失（△）   891 0.8  △1,756△1.3  5,0702.0

Ⅵ　特別利益           

1　固定資産売却益 ※2 119   10   6,393   

2　投資有価証券売却益  65   493   279   

3　貸倒引当金戻入益  54   6   －   

4　その他  65 305 0.3 82 593 0.4 208 6,8802.7

Ⅶ　特別損失           

1　関係会社過年度損益修正損  342   39   －   

2　固定資産除却損 ※3 77   74   1,963   

3　固定資産売却損 ※4 1   12   8   

4　投資有価証券評価損  42   2   45   

5　減損損失 ※5 698   －   2,302   

6　高槻事業所跡地再開発
関係費用

 －   94   198   

7　事業再編費用  12   －   603   

8　循環取引損失  31   －   552   

9　その他  701 1,9081.7 151 375 0.2 4,212 9,8883.9

税金等調整前中間純損失
（△）又は当期純利益

  △711△0.6  △1,538△1.1  2,0620.8

法人税、住民税及び事業税  1,091   1,486   2,526   

法人税等調整額  △2,683△1,591△1.3△1,016 470 0.4△3,591△1,065△0.4

少数株主利益又は少数
株主損失（△）

  125 0.1  △167△0.1  △3 △0.0

中間（当期）純利益又は中間
純損失（△）

  755 0.6  △1,840△1.4  3,1311.2
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

（訂正前）

前中間連結会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高（百万円） 15,000 36,844 3,292 △74 55,061

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 1,052 1,047   2,100

中間純利益   995  995

自己株式の取得    △10 △10

土地再評価差額金の取崩   73  73

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

     

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

1,052 1,047 1,068 △10 3,158

平成18年9月30日残高（百万円） 16,052 37,891 4,360 △84 58,220

 

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額
金

為替換算調整勘
定

評価・換算差額
等合計

平成18年3月31日残高（百万円） 11,054 6,330 △9 17,376 4,303 76,741

中間連結会計期間中の変動額       

新株の発行      2,100

中間純利益      995

自己株式の取得      △10

土地再評価差額金の取崩      73

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

△1,965 △73 △201 △2,240 △76 △2,316

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

△1,965 △73 △201 △2,240 △76 841

平成18年9月30日残高（百万円） 9,089 6,257 △210 15,135 4,227 77,583
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当中間連結会計期間（自　平成19年4月1日　至　平成19年9月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年3月31日残高（百万円） 16,505 38,339 7,841 △93 62,592

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当   △1,101  △1,101

中間純損失   △1,635  △1,635

自己株式の取得    △15 △15

自己株式の処分    15 15

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

     

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ － △2,736 0 △2,736

平成19年9月30日残高（百万円） 16,505 38,339 5,104 △92 59,855

 

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

土地再評価差
額金

為替換算調整
勘定

評価・換算差
額等合計

平成19年3月31日残高（百万円） 11,126 9 5,912 1,677 18,725 4,465 85,783

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △1,101

中間純損失       △1,635

自己株式の取得       △15

自己株式の処分       15

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

513 374 － 1,289 2,177 1,051 3,228

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

513 374 － 1,289 2,177 1,051 492

平成19年9月30日残高（百万円） 11,639 383 5,912 2,966 20,902 5,517 86,275
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高（百万円） 15,000 36,844 3,292 △74 55,061

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 1,505 1,494   3,000

当期純利益   4,130  4,130

自己株式の取得    △18 △18

土地再評価差額金の取崩   418  418

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

1,505 1,494 4,548 △18 7,530

平成19年3月31日残高（百万円） 16,505 38,339 7,841 △93 62,592

 

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

土地再評価差
額金

為替換算調整
勘定

評価・換算差
額等合計

平成18年3月31日残高（百万円） 11,054 － 6,330 △9 17,376 4,303 76,741

連結会計年度中の変動額        

新株の発行       3,000

当期純利益       4,130

自己株式の取得       △18

土地再評価差額金の取崩       418

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

71 9 △418 1,686 1,349 162 1,511

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

71 9 △418 1,686 1,349 162 9,041

平成19年3月31日残高（百万円） 11,126 9 5,912 1,677 18,725 4,465 85,783
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（訂正後）

前中間連結会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高（百万円） 15,000 36,844 197 △74 51,966

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 1,052 1,047   2,100

中間純利益   755  755

自己株式の取得    △10 △10

土地再評価差額金の取崩   73  73

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

     

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

1,052 1,047 828 △10 2,918

平成18年9月30日残高（百万円） 16,052 37,891 1,025 △84 54,885

 

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額
金

為替換算調整勘
定

評価・換算差額
等合計

平成18年3月31日残高（百万円） 11,054 6,330 △9 17,376 4,303 73,646

中間連結会計期間中の変動額       

新株の発行      2,100

中間純利益      755

自己株式の取得      △10

土地再評価差額金の取崩      73

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

△1,965 △73 △201 △2,240 △76 △2,316

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

△1,965 △73 △201 △2,240 △76 601

平成18年9月30日残高（百万円） 9,089 6,257 △210 15,135 4,227 74,248
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当中間連結会計期間（自　平成19年4月1日　至　平成19年9月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年3月31日残高（百万円） 16,505 38,339 3,746 △93 58,498

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当   △1,101  △1,101

中間純損失   △1,840  △1,840

自己株式の取得    △15 △15

自己株式の処分    15 15

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

     

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ － △2,941 0 △2,941

平成19年9月30日残高（百万円） 16,505 38,339 804 △92 55,556

 

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

土地再評価差
額金

為替換算調整
勘定

評価・換算差
額等合計

平成19年3月31日残高（百万円） 11,126 9 5,912 1,677 18,725 4,465 81,688

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △1,101

中間純損失       △1,840

自己株式の取得       △15

自己株式の処分       15

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

513 374 － 1,289 2,177 1,051 3,228

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

513 374 － 1,289 2,177 1,051 287

平成19年9月30日残高（百万円） 11,639 383 5,912 2,966 20,902 5,517 81,976
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高（百万円） 15,000 36,844 197 △74 51,966

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 1,505 1,494   3,000

当期純利益   3,131  3,131

自己株式の取得    △18 △18

土地再評価差額金の取崩   418  418

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

1,505 1,494 3,549 △18 6,531

平成19年3月31日残高（百万円） 16,505 38,339 3,746 △93 58,498

 

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

土地再評価差
額金

為替換算調整
勘定

評価・換算差
額等合計

平成18年3月31日残高（百万円） 11,054 － 6,330 △9 17,376 4,303 73,646

連結会計年度中の変動額        

新株の発行       3,000

当期純利益       3,131

自己株式の取得       △18

土地再評価差額金の取崩       418

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

71 9 △418 1,686 1,349 162 1,511

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

71 9 △418 1,686 1,349 162 8,042

平成19年3月31日残高（百万円） 11,126 9 5,912 1,677 18,725 4,465 81,688
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

（訂正前）

  
前中間連結会計期間
自　平成18年4月 1日
至　平成18年9月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年4月 1日
至　平成19年9月30日

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間純損失（△）又は当
期純利益

 △470 △1,333 3,062

減価償却費  3,811 4,108 7,566

減損損失  698 － 2,302

のれん償却額  65 29 131

投資有価証券評価損  42 2 45

投資有価証券売却損益  △65 △493 △279

貸倒引当金の増減額  4 △40 △376

退職給付引当金の増減額  314 △172 △37

役員退職慰労引当金の増減額  △141 60 △129

受取利息及び受取配当金  △316 △318 △460

支払利息  1,048 1,421 2,170

為替差損益  △0 0 △0

有形固定資産売却損益  △118 2 △6,385

有形固定資産除却損  77 74 1,963

高槻事業所跡地再開発関係費用  － 94 198

製品保証損失  － － 694

リース解約損  － － 663

持分法による投資損益  △220 220 450

営業保証金回収による収入  99 － 101

売上債権の増減額  7,217 4,487 △5,121

たな卸資産の増減額  △2,320 △2,887 △1,102

仕入債務の増減額  △4,399 △4,762 1,189

その他  △1,684 532 △3,518

　小計  3,641 1,026 3,130

利息及び配当金の受取額  520 512 778

利息の支払額  △1,021 △1,437 △2,119

法人税等の支払額  △2,695 △189 △4,542

営業活動によるキャッシュ・フロー  445 △86 △2,753
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前中間連結会計期間
自　平成18年4月 1日
至　平成18年9月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年4月 1日
至　平成19年9月30日

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △3,569 △3,740 △7,609

有形固定資産の売却による収入  573 57 11,459

投資有価証券の取得による支出  △28 △12 △42

投資有価証券の売却による収入  91 824 681

優先出資証券の償還による収入  － 700 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の
売却による収入

 83 444 83

貸付けによる支出  △51 △1,517 △231

貸付金の回収による収入  28 28 58

その他  △231 273 162

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,104 △2,941 4,560

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金及びコマーシャルペーパー
の純増減額

 63 5,374 1,823

長期借入れによる収入  1,790 9,894 5,807

長期借入金の返済による支出  △3,482 △5,244 △9,208

転換社債型新株予約権付社債の発行に
よる収入

 3,000 － 3,000

社債の償還による支出  － △5,000 △5,000

自己株式の取得による支出  △9 △15 △18

配当金の支払額  △3 △1,090 △3

少数株主への配当金の支払額  △13 △11 △13

その他  △141 △113 △277

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,203 3,793 △3,890

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  △35 247 222

Ⅴ　連結範囲の変更に伴う現金及び現金同
等物の増加額

 － 82 －

Ⅵ　現金及び現金同等物の増減額  △1,490 1,095 △1,861

Ⅶ　現金及び現金同等物の期首残高  8,187 6,325 8,187

Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高

※ 6,696 7,421 6,325
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（訂正後）

  
前中間連結会計期間
自　平成18年4月 1日
至　平成18年9月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年4月 1日
至　平成19年9月30日

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間純損失（△）又は当
期純利益

 △711 △1,538 2,062

減価償却費  3,811 4,108 7,566

減損損失  698 － 2,302

のれん償却額  65 29 131

投資有価証券評価損  42 2 45

投資有価証券売却損益  △65 △493 △279

貸倒引当金の増減額  4 △40 △376

退職給付引当金の増減額  314 △172 △37

役員退職慰労引当金の増減額  △141 60 △129

受取利息及び受取配当金  △316 △318 △460

支払利息  1,048 1,421 2,170

為替差損益  △0 0 △0

有形固定資産売却損益  △118 2 △6,385

有形固定資産除却損  77 74 1,963

高槻事業所跡地再開発関係費用  － 94 198

製品保証損失  － － 694

リース解約損  － － 663

持分法による投資損益  △220 220 450

営業保証金回収による収入  99 － 101

売上債権の増減額  7,162 4,060 △4,399

たな卸資産の増減額  △2,320 △2,887 △1,102

仕入債務の増減額  △3,841 △4,896 1,728

その他  △1,946 1,298 △3,780

　小計  3,641 1,026 3,130

利息及び配当金の受取額  520 512 778

利息の支払額  △1,021 △1,437 △2,119

法人税等の支払額  △2,695 △189 △4,542

営業活動によるキャッシュ・フロー  445 △86 △2,753
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前中間連結会計期間
自　平成18年4月 1日
至　平成18年9月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年4月 1日
至　平成19年9月30日

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △3,569 △3,740 △7,609

有形固定資産の売却による収入  573 57 11,459

投資有価証券の取得による支出  △28 △12 △42

投資有価証券の売却による収入  91 824 681

優先出資証券の償還による収入  － 700 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の
売却による収入

 83 444 83

貸付けによる支出  △51 △1,517 △231

貸付金の回収による収入  28 28 58

その他  △231 273 162

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,104 △2,941 4,560

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金及びコマーシャルペーパー
の純増減額

 63 5,374 1,823

長期借入れによる収入  1,790 9,894 5,807

長期借入金の返済による支出  △3,482 △5,244 △9,208

転換社債型新株予約権付社債の発行に
よる収入

 3,000 － 3,000

社債の償還による支出  － △5,000 △5,000

自己株式の取得による支出  △9 △15 △18

配当金の支払額  △3 △1,090 △3

少数株主への配当金の支払額  △13 △11 △13

その他  △141 △113 △277

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,203 3,793 △3,890

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  △35 247 222

Ⅴ　連結範囲の変更に伴う現金及び現金同
等物の増加額

 － 82 －

Ⅵ　現金及び現金同等物の増減額  △1,490 1,095 △1,861

Ⅶ　現金及び現金同等物の期首残高  8,187 6,325 8,187

Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高

※ 6,696 7,421 6,325
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（訂正前）

前中間連結会計期間
自　平成18年4月 1日
至　平成18年9月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年4月 1日
至　平成19年9月30日

前連結会計年度
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

　当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第5号　平成

17年12月9日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第8号　平成17年12月9日）を適

用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する

金額は73,356百万円であります。

　なお、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成しております。

 　当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号　平成17年

12月9日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第8号　平成17年12月9日）を適用し

ております。

　従来の資本の部の合計に相当する

金額は81,307百万円であります。

　なお、連結財務諸表規則の改正によ

り、当連結会計年度における連結貸

借対照表の純資産の部については、

改正後の連結財務諸表規則により作

成しております。

 

（訂正後）

前中間連結会計期間
自　平成18年4月 1日
至　平成18年9月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年4月 1日
至　平成19年9月30日

前連結会計年度
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

　当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第5号　平成

17年12月9日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第8号　平成17年12月9日）を適

用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する

金額は70,021百万円であります。

　なお、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成しております。

 　当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号　平成17年

12月9日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第8号　平成17年12月9日）を適用し

ております。

　従来の資本の部の合計に相当する

金額は77,213百万円であります。

　なお、連結財務諸表規則の改正によ

り、当連結会計年度における連結貸

借対照表の純資産の部については、

改正後の連結財務諸表規則により作

成しております。
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注記事項

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

（訂正前）

前中間連結会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）

 

電池及び電源

照明
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

国内

海外
（百万円）

小計
（百万円）

自動車
電池

（百万円）

産業電池
及び
電源装置
（百万円）

売上高          

(1)外部顧客に対する売上高 32,64724,54244,476101,6668,06111,023120,750 － 120,750

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

511 34 － 545 35 3,4123,994(3,994) －

計 33,15824,57644,476102,2128,09614,436124,744(3,994)120,750

営業費用 34,48822,98043,160100,6307,59914,597122,827(3,198)119,628

営業利益又は営業損失（△） △1,330 1,596 1,315 1,581 497 △161 1,917 (795)1,122

　（注）1．事業区分は、当社グループの各社別を基礎として、現に会社が採用する売上集計区分によっております。
2．各事業の主な製品
(1)電池及び電源：鉛蓄電池、電源装置及び自動車関連機器等
(2)照明：施設照明及び紫外線照射装置
(3)その他：その他電池、「電池及び電源」を除く電気機器、環境関連機器及び電池製造設備等
3．「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は718百万円であり、主な内容は提出会社の人事総務部門等管理部門に
関わる費用であります。

 

当中間連結会計期間（自　平成19年4月1日　至　平成19年9月30日）

 

電池及び電源

照明
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

国内

海外
（百万円）

小計
（百万円）

自動車
電池

（百万円）

産業電池
及び
電源装置
（百万円）

売上高          

(1)外部顧客に対する売上高 34,28026,43460,798121,5137,4618,694137,668 － 137,668

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

462 23 10 495 32 2,2012,730(2,730) －

計 34,74226,45760,809122,0097,49410,895140,399(2,730)137,668

営業費用 37,98324,81059,544122,3377,16510,834140,337(1,963)138,374

営業利益又は営業損失（△） △3,240 1,647 1,265 △328 328 61 61 (766)△705

　（注）1．事業区分は、当社グループの各社別を基礎として、現に会社が採用する売上集計区分によっております。
2．各事業の主な製品
(1)電池及び電源：鉛蓄電池、電源装置及び自動車関連機器等
(2)照明：施設照明及び紫外線照射装置
(3)その他：その他電池、「電池及び電源」を除く電気機器、環境関連機器及び電池製造設備等
3．「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は805百万円であり、主な内容は提出会社の人事総務部門等管理部門に
関わる費用であります。

4．会計方針の変更
重要な減価償却資産の減価償却の方法の変更
「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の
改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法
に規定する減価償却の方法に変更しております。これにより従来の方法によった場合に比べて、「電池及び電源」事
業で55百万円、「照明」事業で0百万円及び「その他」事業で6百万円、それぞれ営業費用が増加し、営業利益又は営
業損失が同額減少又は増加しております。

5．追加情報
「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法改
正に伴い、平成19年3月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用によ
り取得価額の5％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の5％相当額と備忘価額との差額を5年間
にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これにより従来の方法によった場合に比べて、「電池
及び電源」事業で126百万円、「照明」事業で12百万円及び「その他」事業で55百万円、それぞれ営業費用が増加し、
営業利益又は営業損失が同額減少又は増加しております。

 

EDINET提出書類

株式会社　ジーエス・ユアサ　コーポレーション(E02089)

訂正半期報告書

30/53



前連結会計年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

 

電池及び電源

照明
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

国内

海外
（百万円）

小計
（百万円）

自動車
電池

（百万円）

産業電池
及び
電源装置
（百万円）

売上高          

(1)外部顧客に対する売上高 69,30960,48990,782220,58216,05924,091260,732 － 260,732

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

1,131 114 42 1,288 78 7,6669,033(9,033) －

計 70,44060,60490,824221,87016,13731,758269,765(9,033)260,732

営業費用 73,42852,83388,013214,27515,05032,147261,473(7,530)253,942

営業利益又は営業損失（△） △2,987 7,771 2,810 7,5941,086△389 8,291(1,502)6,789

　（注）1．事業区分は、当社グループの各社別を基礎として、現に会社が採用する売上集計区分によっております。

2．各事業の主な製品

(1)電池及び電源：鉛蓄電池、電源装置及び自動車関連機器等

(2)照明：施設照明及び紫外線照射装置

(3)その他：その他電池、「電池及び電源」を除く電気機器、環境関連機器及び電池製造設備等

3．「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は1,431百万円であり、主な内容は提出会社の人事総務部門等管理部門

に関わる費用であります。
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（訂正後）

前中間連結会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）

 

電池及び電源

照明
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

国内

海外
（百万円）

小計
（百万円）

自動車
電池

（百万円）

産業電池
及び
電源装置
（百万円）

売上高          

(1)外部顧客に対する売上高 32,64724,54244,476101,6664,41411,023117,104 － 117,104

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

511 34 － 545 35 3,4123,994(3,994) －

計 33,15824,57644,476102,2124,44914,436121,098(3,994)117,104

営業費用 34,48822,98043,160100,6304,16014,597119,389(3,198)116,190

営業利益又は営業損失（△） △1,330 1,596 1,315 1,581 288 △161 1,709 (795) 913

　（注）1．事業区分は、当社グループの各社別を基礎として、現に会社が採用する売上集計区分によっております。

2．各事業の主な製品

(1)電池及び電源：鉛蓄電池、電源装置及び自動車関連機器等

(2)照明：施設照明及び紫外線照射装置

(3)その他：その他電池、「電池及び電源」を除く電気機器、環境関連機器及び電池製造設備等

3．「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は718百万円であり、主な内容は提出会社の人事総務部門等管理部門に

関わる費用であります。

 

当中間連結会計期間（自　平成19年4月1日　至　平成19年9月30日）

 

電池及び電源

照明
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

国内

海外
（百万円）

小計
（百万円）

自動車
電池

（百万円）

産業電池
及び
電源装置
（百万円）

売上高          

(1)外部顧客に対する売上高 34,28026,43460,798121,5133,7908,694133,997 － 133,997

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

462 23 10 495 32 2,2012,730(2,730) －

計 34,74226,45760,809122,0093,82310,895136,728(2,730)133,997

営業費用 37,98324,81059,544122,3373,69910,834136,871(1,963)134,908

営業利益又は営業損失（△） △3,240 1,647 1,265 △328 123 61 △143 (766)△910

　（注）1．事業区分は、当社グループの各社別を基礎として、現に会社が採用する売上集計区分によっております。

2．各事業の主な製品

(1)電池及び電源：鉛蓄電池、電源装置及び自動車関連機器等

(2)照明：施設照明及び紫外線照射装置

(3)その他：その他電池、「電池及び電源」を除く電気機器、環境関連機器及び電池製造設備等

3．「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は805百万円であり、主な内容は提出会社の人事総務部門等管理部門に

関わる費用であります。

4．会計方針の変更

重要な減価償却資産の減価償却の方法の変更

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の

改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法

に規定する減価償却の方法に変更しております。これにより従来の方法によった場合に比べて、「電池及び電源」事

業で55百万円、「照明」事業で0百万円及び「その他」事業で6百万円、それぞれ営業費用が増加し、営業利益又は営

業損失が同額減少又は増加しております。

5．追加情報

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法改

正に伴い、平成19年3月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用によ

り取得価額の5％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の5％相当額と備忘価額との差額を5年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これにより従来の方法によった場合に比べて、「電池

及び電源」事業で126百万円、「照明」事業で12百万円及び「その他」事業で55百万円、それぞれ営業費用が増加し、

営業利益又は営業損失が同額減少又は増加しております。

 

EDINET提出書類

株式会社　ジーエス・ユアサ　コーポレーション(E02089)

訂正半期報告書

32/53



前連結会計年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

 

電池及び電源

照明
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

国内

海外
（百万円）

小計
（百万円）

自動車
電池

（百万円）

産業電池
及び
電源装置
（百万円）

売上高          

(1)外部顧客に対する売上高 69,30960,48990,782220,5828,92424,091253,598 － 253,598

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

1,131 114 42 1,288 78 7,6669,033(9,033) －

計 70,44060,60490,824221,8709,00231,758262,631(9,033)253,598

営業費用 73,42852,83388,013214,2758,36232,147254,785(7,530)247,254

営業利益又は営業損失（△） △2,987 7,771 2,810 7,594 640 △389 7,845(1,502)6,343

　（注）1．事業区分は、当社グループの各社別を基礎として、現に会社が採用する売上集計区分によっております。

2．各事業の主な製品

(1)電池及び電源：鉛蓄電池、電源装置及び自動車関連機器等

(2)照明：施設照明及び紫外線照射装置

(3)その他：その他電池、「電池及び電源」を除く電気機器、環境関連機器及び電池製造設備等

3．「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は1,431百万円であり、主な内容は提出会社の人事総務部門等管理部門

に関わる費用であります。
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【所在地別セグメント情報】

（訂正前）

前中間連結会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧米
（百万円）

その他
の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 80,97718,24214,6626,868120,750 － 120,750

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

6,504 5,586 97 － 12,188(12,188)－

計 87,48123,82814,7606,868132,938(12,188)120,750

営業費用 86,18423,20114,8606,773131,019(11,390)119,628

営業利益又は営業損失（△） 1,297 627 △100 95 1,919 (797)1,122

　（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)アジア　　　　---------------　中国、台湾、インドネシア、ベトナム　他

(2)欧米　　　　　---------------　米国、イギリス、ドイツ　他

(3)その他の地域　---------------　オーストラリア、ニュージーランド

3．「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は718百万円であり、主な内容は提出会社の人事総務部門等管理部門に

関わる費用であります。

 

当中間連結会計期間（自　平成19年4月1日　至　平成19年9月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧米
（百万円）

その他
の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 84,89124,98219,7328,062137,668 － 137,668

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

8,941 9,866 77 － 18,885(18,885)－

計 93,83334,84819,8098,062156,554(18,885)137,668

営業費用 94,11235,82118,8857,893156,712(18,337)138,374

営業利益又は営業損失（△） △278 △973 924 169 △157 (547)△705

　（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)アジア　　　　---------------　中国、台湾、インドネシア、ベトナム　他

(2)欧米　　　　　---------------　米国、イギリス、ドイツ　他

(3)その他の地域　---------------　オーストラリア、ニュージーランド

3．「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は805百万円であり、主な内容は提出会社の人事総務部門等管理部門に

関わる費用であります。

4．会計方針の変更

重要な減価償却資産の減価償却の方法の変更

　「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税

法に規定する減価償却の方法に変更しております。これにより従来の方法によった場合に比べて、日本で62百万円営

業費用が増加し、営業利益が同額減少しております。

5．追加情報

　「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法

改正に伴い、平成19年3月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の5％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の5％相当額と備忘価額との差額を5年

間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これにより従来の方法によった場合に比べて、日本

で194百万円営業費用が増加し、営業損失が同額増加しております。
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前連結会計年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧米
（百万円）

その他
の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 179,09140,39427,82513,420260,732 － 260,732

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

13,22711,813 190 － 25,232(25,232)－

計 192,31952,20828,01613,420285,964(25,232)260,732

営業費用 184,75750,89628,48713,463277,605(23,662)253,942

営業利益又は営業損失（△） 7,561 1,311△471 △43 8,358(1,569)6,789

　（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)アジア　　　　---------------　中国、台湾、インドネシア、ベトナム　他

(2)欧米　　　　　---------------　米国、イギリス、ドイツ　他

(3)その他の地域　---------------　オーストラリア、ニュージーランド

3．「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は1,431百万円であり、主な内容は提出会社の人事総務部門等管理部門

に関わる費用であります。
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（訂正後）

前中間連結会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧米
（百万円）

その他
の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 77,33018,24214,6626,868117,104 － 117,104

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

6,504 5,586 97 － 12,188(12,188)－

計 83,83423,82814,7606,868129,292(12,188)117,104

営業費用 82,74523,20114,8606,773127,580(11,390)116,190

営業利益又は営業損失（△） 1,089 627 △100 95 1,711 (797) 913

　（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)アジア　　　　---------------　中国、台湾、インドネシア、ベトナム　他

(2)欧米　　　　　---------------　米国、イギリス、ドイツ　他

(3)その他の地域　---------------　オーストラリア、ニュージーランド

3．「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は718百万円であり、主な内容は提出会社の人事総務部門等管理部門に

関わる費用であります。

 

当中間連結会計期間（自　平成19年4月1日　至　平成19年9月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧米
（百万円）

その他
の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 81,22024,98219,7328,062133,997 － 133,997

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

8,941 9,866 77 － 18,885(18,885)－

計 90,16234,84819,8098,062152,883(18,885)133,997

営業費用 90,64635,82118,8857,893153,246(18,337)134,908

営業利益又は営業損失（△） △483 △973 924 169 △362 (547)△910

　（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)アジア　　　　---------------　中国、台湾、インドネシア、ベトナム　他

(2)欧米　　　　　---------------　米国、イギリス、ドイツ　他

(3)その他の地域　---------------　オーストラリア、ニュージーランド

3．「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は805百万円であり、主な内容は提出会社の人事総務部門等管理部門に

関わる費用であります。

4．会計方針の変更

重要な減価償却資産の減価償却の方法の変更

　「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税

法に規定する減価償却の方法に変更しております。これにより従来の方法によった場合に比べて、日本で62百万円営

業費用が増加し、営業利益が同額減少しております。

5．追加情報

　「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法

改正に伴い、平成19年3月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の5％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の5％相当額と備忘価額との差額を5年

間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これにより従来の方法によった場合に比べて、日本

で194百万円営業費用が増加し、営業損失が同額増加しております。
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前連結会計年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧米
（百万円）

その他
の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 171,95740,39427,82513,420253,598 － 253,598

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

13,22711,813 190 － 25,232(25,232)－

計 185,18452,20828,01613,420278,830(25,232)253,598

営業費用 178,06950,89628,48713,463270,917(23,662)247,254

営業利益又は営業損失（△） 7,115 1,311△471 △43 7,912(1,569)6,343

　（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)アジア　　　　---------------　中国、台湾、インドネシア、ベトナム　他

(2)欧米　　　　　---------------　米国、イギリス、ドイツ　他

(3)その他の地域　---------------　オーストラリア、ニュージーランド

3．「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は1,431百万円であり、主な内容は提出会社の人事総務部門等管理部門

に関わる費用であります。
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【海外売上高】

（訂正前）

前中間連結会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）

 アジア 欧米 その他の地域 計

海外売上高（百万円） 19,593 20,672 8,819 49,086

連結売上高（百万円）    120,750

連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

16.2 17.1 7.3 40.7

 

当中間連結会計期間（自　平成19年4月1日　至　平成19年9月30日）

 アジア 欧米 その他の地域 計

海外売上高（百万円） 23,900 26,891 11,189 61,987

連結売上高（百万円）    137,668

連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

17.4 19.5 8.1 45.0

 

前連結会計年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

 アジア 欧米 その他の地域 計

海外売上高（百万円） 37,739 42,518 18,268 98,526

連結売上高（百万円）    260,732

連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

14.5 16.3 7.0 37.8

　（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2．各区分に属する主な国又は地域

(1)アジア　　　　----------------　中国、台湾、インドネシア、ベトナム　他

(2)欧米　　　　　----------------　米国、イギリス、ドイツ　他

(3)その他の地域　----------------　オーストラリア、ニュージーランド　他

3．海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（訂正後）

前中間連結会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）

 アジア 欧米 その他の地域 計

海外売上高（百万円） 19,593 20,672 8,819 49,086

連結売上高（百万円）    117,104

連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

16.7 17.7 7.5 41.9

 

当中間連結会計期間（自　平成19年4月1日　至　平成19年9月30日）

 アジア 欧米 その他の地域 計

海外売上高（百万円） 23,900 26,897 11,189 61,987

連結売上高（百万円）    133,997

連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

17.8 20.1 8.4 46.3

 

前連結会計年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

 アジア 欧米 その他の地域 計

海外売上高（百万円） 37,739 42,518 18,268 98,526

連結売上高（百万円）    253,598

連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

14.9 16.8 7.2 38.9

　（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2．各区分に属する主な国又は地域

(1)アジア　　　　----------------　中国、台湾、インドネシア、ベトナム　他

(2)欧米　　　　　----------------　米国、イギリス、ドイツ　他

(3)その他の地域　----------------　オーストラリア、ニュージーランド　他

3．海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（1株当たり情報）

（訂正前）

前中間連結会計期間
自　平成18年4月 1日
至　平成18年9月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年4月 1日
至　平成19年9月30日

前連結会計年度
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

　

1株当たり純資産 201円82銭

1株当たり中間純利益 2円77銭

潜在株式調整後1株当
たり中間純利益金額

2円74銭

　

　

1株当たり純資産 219円92銭

1株当たり中間純損失 4円45銭

　

　

1株当たり純資産 221円44銭

1株当たり当期純利益 11円42銭

　

　なお、潜在株式調整後1株当たり中

間純利益については、1株当たり中間

純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後1株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　1株当たり中間（当期）純利益又は中間純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
自　平成18年4月 1日
至　平成18年9月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年4月 1日
至　平成19年9月30日

前連結会計年度
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

1株当たり中間（当期）純利益又は中間
純損失金額

   

中間（当期）純利益又は中間純損失
（△）（百万円）

995 △1,635 4,130

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益又
は中間純損失（△）（百万円）

995 △1,635 4,130

普通株式の期中平均株式数（千株） 358,747 367,199 361,657

潜在株式調整後1株当たり中間（当期）
純利益

   

中間（当期）純利益調整額（百万円） 6 － －

（うち社債転換費用） (6) － －

普通株式増加数（千株） 6,485 － －

（うち新株予約権（千株）） (6,485) － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後1株当たり中間（当期）純利益金額

の算定に含めなかった潜在株式の概要

────── ────── ──────
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（訂正後）

前中間連結会計期間
自　平成18年4月 1日
至　平成18年9月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年4月 1日
至　平成19年9月30日

前連結会計年度
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

　

1株当たり純資産 192円64銭

1株当たり中間純利益 2円10銭

潜在株式調整後1株当
たり中間純利益金額

2円09銭

　

　

1株当たり純資産 208円21銭

1株当たり中間純損失 5円01銭

　

　

1株当たり純資産 210円29銭

1株当たり当期純利益 8円66銭

　

　なお、潜在株式調整後1株当たり中

間純利益については、1株当たり中間

純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後1株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　1株当たり中間（当期）純利益又は中間純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
自　平成18年4月 1日
至　平成18年9月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年4月 1日
至　平成19年9月30日

前連結会計年度
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

1株当たり中間（当期）純利益又は中間
純損失金額

   

中間（当期）純利益又は中間純損失
（△）（百万円）

755 △1,840 3,131

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益又
は中間純損失（△）（百万円）

755 △1,840 3,131

普通株式の期中平均株式数（千株） 358,747 367,199 361,657

潜在株式調整後1株当たり中間（当期）
純利益

   

中間（当期）純利益調整額（百万円） 6 － －

（うち社債転換費用） (6) － －

普通株式増加数（千株） 6,485 － －

（うち新株予約権（千株）） (6,485) － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後1株当たり中間（当期）純利益金額

の算定に含めなかった潜在株式の概要

────── ────── ──────
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２【中間財務諸表等】

(1)【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

（訂正前）

  
前中間会計期間末
（平成18年9月30日）

当中間会計期間末
（平成19年9月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

1　現金及び預金  103   25   163   

2　売掛金  285   312   251   

3　たな卸資産  29   25   40   

4　関係会社短期貸付金  65,297   64,747   62,373   

5　未収入金  1,206   969   1,897   

6　その他  203   189   207   

流動資産合計   67,12544.1  66,27043.7  64,93343.2

Ⅱ　固定資産           

1　有形固定資産 ※1 1,014   1,186   1,053   

2　無形固定資産  98   70   84   

3　投資その他の資産           

(1)投資有価証券  410   659   698   

(2)関係会社株式  83,224   83,224   83,224   

(3)その他  238   242   198   

計  83,874   84,127   84,121   

固定資産合計   84,98755.9  85,38456.3  85,25956.8

Ⅲ　繰延資産   37 0.0  22 0.0  29 0.0

資産合計   152,150100.0  151,677100.0  150,222100.0
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前中間会計期間末
（平成18年9月30日）

当中間会計期間末
（平成19年9月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

1　短期借入金  33,521   46,914   33,455   

2　コマーシャルペーパー  4,000   4,000   6,000   

3　1年以内償還予定の社債  5,000   －   5,000   

4　未払金  690   718   808   

5　未払法人税等  12   14   －   

6　その他  72   173   70   

流動負債合計   43,29628.5  51,82134.2  45,33430.1

Ⅱ　固定負債           

1　転換社債型新株予約
権付社債

 900   －   －   

2　長期借入金  25,006   15,678   20,406   

3　役員退職慰労引当金  102   186   139   

4　繰延税金負債  4   105   121   

固定負債合計   26,01317.1  15,97010.5  20,66613.8

負債合計   69,31045.6  67,79144.7  66,00143.9

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

1　資本金   16,05210.6  16,50510.9  16,50511.0

2　資本剰余金           

資本準備金  62,373   62,820   62,820   

資本剰余金合計   62,37340.9  62,82041.4  62,82041.8

3　利益剰余金           

繰越利益剰余金  4,470   4,491   4,787   

利益剰余金合計   4,4702.9  4,4913.0  4,7873.2

4　自己株式   △62△0.0  △86△0.1  △70△0.0

株主資本合計   82,83354.4  83,73155.2  84,04356.0

Ⅱ　評価・換算差額等           

その他有価証券評価差額金   6 0.0  154 0.1  177 0.1

評価・換算差額等合計   6 0.0  154 0.1  177 0.1

純資産合計   82,84054.4  83,88555.3  84,22056.1

負債純資産合計   152,150100.0  151,677100.0  150,222100.0
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（訂正後）

  
前中間会計期間末
（平成18年9月30日）

当中間会計期間末
（平成19年9月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

1　現金及び預金  103   25   163   

2　売掛金  285   312   251   

3　たな卸資産  29   25   40   

4　関係会社短期貸付金  65,297   64,747   62,373   

5　未収入金  1,206   969   1,897   

6　その他  203   189   207   

流動資産合計   67,12544.1  66,27043.7  64,93343.2

Ⅱ　固定資産           

1　有形固定資産 ※1 1,014   1,186   1,053   

2　無形固定資産  98   70   84   

3　投資その他の資産           

(1)投資有価証券  410   659   698   

(2)関係会社株式  83,224   83,224   83,224   

(3)その他  238   242   198   

計  83,874   84,127   84,121   

固定資産合計   84,98755.9  85,38456.3  85,25956.8

Ⅲ　繰延資産   37 0.0  22 0.0  29 0.0

資産合計   152,150100.0  151,677100.0  150,222100.0
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前中間会計期間末
（平成18年9月30日）

当中間会計期間末
（平成19年9月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

1　短期借入金  33,521   46,914   33,455   

2　コマーシャルペーパー  4,000   4,000   6,000   

3　1年以内償還予定の社債  5,000   －   5,000   

4　未払金  723   952   841   

5　未払法人税等  12   14   －   

6　その他  72   173   70   

流動負債合計   43,32928.5  52,05434.3  45,36730.2

Ⅱ　固定負債           

1　転換社債型新株予約
権付社債

 900   －   －   

2　長期借入金  25,006   15,678   20,406   

3　役員退職慰労引当金  102   186   139   

4　繰延税金負債  4   105   121   

固定負債合計   26,01317.1  15,97010.5  20,66613.8

負債合計   69,34345.6  68,02444.8  66,03444.0

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

1　資本金   16,05210.6  16,50510.9  16,50511.0

2　資本剰余金           

資本準備金  62,373   62,820   62,820   

資本剰余金合計   62,37340.9  62,82041.4  62,82041.8

3　利益剰余金           

繰越利益剰余金  4,436   4,258   4,754   

利益剰余金合計   4,4362.9  4,2582.8  4,7543.1

4　自己株式   △62△0.0  △86△0.0  △70△0.0

株主資本合計   82,80054.4  83,49855.1  84,00955.9

Ⅱ　評価・換算差額等           

その他有価証券評価差額金   6 0.0  154 0.1  177 0.1

評価・換算差額等合計   6 0.0  154 0.1  177 0.1

純資産合計   82,80754.4  83,65255.2  84,18756.0

負債純資産合計   152,150100.0  151,677100.0  150,222100.0
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②【中間損益計算書】

（訂正前）

  
前中間会計期間
自　平成18年4月 1日
至　平成18年9月30日

当中間会計期間
自　平成19年4月 1日
至　平成19年9月30日

前事業年度の要約損益計算書
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益   2,873100.0  1,635100.0  4,233100.0

Ⅱ　一般管理費   1,13739.6  1,15270.5  2,30654.5

営業利益   1,73660.4  48329.5  1,92745.5

Ⅲ　営業外収益 ※2  61121.3  91556.0  1,36032.2

Ⅳ　営業外費用 ※3  47116.4  54133.1  99823.6

経常利益   1,87665.3  85652.4  2,28954.1

Ⅴ　特別利益   － －  － －  0 0.0

Ⅵ　特別損失 ※4  103 3.6  49 3.0  193 4.6

税引前中間（当期）純利益   1,77261.7  80749.4  2,09549.5

法人税、住民税及び事業税  －   1   －   

法人税等還付税額  35   －   29   

法人税等調整額  185 150 5.3 － 1 0.1 185 155 3.7

中間（当期）純利益   1,62256.4  80549.3  1,93945.8

           

 

（訂正後）

  
前中間会計期間
自　平成18年4月 1日
至　平成18年9月30日

当中間会計期間
自　平成19年4月 1日
至　平成19年9月30日

前事業年度の要約損益計算書
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益   2,865100.0  1,435100.0  4,225100.0

Ⅱ　一般管理費   1,13739.7  1,15280.3  2,30654.6

営業利益   1,72860.3  28319.7  1,91945.4

Ⅲ　営業外収益 ※2  61121.3  91563.7  1,36032.2

Ⅳ　営業外費用 ※3  47116.4  54137.7  99823.6

経常利益   1,86865.2  65645.7  2,28154.0

Ⅴ　特別利益   － －  － －  0 0.0

Ⅵ　特別損失 ※4  103 3.6  49 3.4  193 4.6

税引前中間（当期）純利益   1,76461.6  60742.3  2,08749.4

法人税、住民税及び事業税  －   1   －   

法人税等還付税額  35   －   29   

法人税等調整額  185 150 5.3 － 1 0.1 185 155 3.7

中間（当期）純利益   1,61456.3  60542.2  1,93145.7
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③【中間株主資本等変動計算書】

（訂正前）

前中間会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日） （単位：百万円）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金資本準備金

繰越利益剰
余金

平成18年3月31日残高 15,000 61,326 2,847 △52 79,121 3 79,124

中間会計期間中の変動額        

新株の発行 1,052 1,047   2,100  2,100

中間純利益   1,622  1,622  1,622

自己株式の取得    △9 △9  △9

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

     2 2

中間会計期間中の変動額合計 1,052 1,047 1,622 △9 3,712 2 3,715

平成18年9月30日残高 16,052 62,373 4,470 △62 82,833 6 82,840

 

当中間会計期間（自平成19年4月1日　至平成19年9月30日） （単位：百万円）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金資本準備金

繰越利益剰
余金

平成19年3月31日残高 16,505 62,820 4,787 △70 84,043 177 84,220

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当   △1,101  △1,101  △1,101

中間純利益   805  805  805

自己株式の取得    △15 △15  △15

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

     △23 △23

中間会計期間中の変動額合計 － － △296 △15 △311 △23 △334

平成19年9月30日残高 16,505 62,820 4,491 △86 83,731 154 83,885

 

前事業年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日） （単位：百万円）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金資本準備金

繰越利益剰
余金

平成18年3月31日残高 15,000 61,326 2,847 △52 79,121 3 79,124

事業年度中の変動額        

新株の発行 1,505 1,494   3,000  3,000

当期純利益   1,939  1,939  1,939

自己株式の取得    △18 △18  △18

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

     174 174

事業年度中の変動額合計 1,505 1,494 1,939 △18 4,921 174 5,095

平成19年3月31日残高 16,505 62,820 4,787 △70 84,043 177 84,220
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（訂正後）

前中間会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日） （単位：百万円）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金資本準備金

繰越利益剰
余金

平成18年3月31日残高 15,000 61,326 2,822 △52 79,096 3 79,099

中間会計期間中の変動額        

新株の発行 1,052 1,047   2,100  2,100

中間純利益   1,614  1,614  1,614

自己株式の取得    △9 △9  △9

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

     2 2

中間会計期間中の変動額合計 1,052 1,047 1,614 △9 3,704 2 3,707

平成18年9月30日残高 16,052 62,373 4,436 △62 82,800 6 82,807

 

当中間会計期間（自平成19年4月1日　至平成19年9月30日） （単位：百万円）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金資本準備金

繰越利益剰
余金

平成19年3月31日残高 16,505 62,820 4,754 △70 84,009 177 84,187

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当   △1,101  △1,101  △1,101

中間純利益   605  605  605

自己株式の取得    △15 △15  △15

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

     △23 △23

中間会計期間中の変動額合計 － － △496 △15 △511 △23 △534

平成19年9月30日残高 16,505 62,820 4,258 △86 83,498 154 83,652

 

前事業年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日） （単位：百万円）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金資本準備金

繰越利益剰
余金

平成18年3月31日残高 15,000 61,326 2,822 △52 79,096 3 79,099

事業年度中の変動額        

新株の発行 1,505 1,494   3,000  3,000

当期純利益   1,931  1,931  1,931

自己株式の取得    △18 △18  △18

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

     174 174

事業年度中の変動額合計 1,505 1,494 1,931 △18 4,913 174 5,087

平成19年3月31日残高 16,505 62,820 4,754 △70 84,009 177 84,187
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（訂正前）

前中間会計期間
自　平成18年4月 1日
至　平成18年9月30日

当中間会計期間
自　平成19年4月 1日
至　平成19年9月30日

前事業年度
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号　平成17年

12月9日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第8号　平成17年12月9日）を適用し

ております。

　従来の資本の部の合計に相当する

金額は82,840百万円であります。

　なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第5号　平成17年12月

9日）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第8

号　平成17年12月9日）を適用してお

ります。

　従来の資本の部の合計に相当する

金額は84,220百万円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。

 

（訂正後）

前中間会計期間
自　平成18年4月 1日
至　平成18年9月30日

当中間会計期間
自　平成19年4月 1日
至　平成19年9月30日

前事業年度
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号　平成17年

12月9日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第8号　平成17年12月9日）を適用し

ております。

　従来の資本の部の合計に相当する

金額は82,807百万円であります。

　なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第5号　平成17年12月

9日）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第8

号　平成17年12月9日）を適用してお

ります。

　従来の資本の部の合計に相当する

金額は84,187百万円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。
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 独立監査人の中間監査報告書 
   

 

 

 平成20年11月5日

株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーション  

 取締役会　御中  

 

 監査法人トーマツ 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大西　寛文　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岸　秀隆　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三浦　宏和　印

 

 

　当監査法人は、旧証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社 ジーエス・ユアサ コーポレーションの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要

に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーション及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

追記情報

　「第5　経理の状況　2　監査証明について」に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の5第5項の規定に

基づき中間連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の中間連結財務諸表について中間監査を行った。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管している。
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 独立監査人の中間監査報告書 
   

 

 

 平成20年11月5日

株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーション  

 取締役会　御中  

 

 監査法人トーマツ 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大西　寛文　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三浦　宏和　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーションの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を

行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要

に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーション及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

追記情報

　「第5　経理の状況　2　監査証明について」に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の5第5項の規定に

基づき中間連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の中間連結財務諸表について中間監査を行った。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管している。
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 独立監査人の中間監査報告書 
   

 

 

 平成20年11月5日

株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーション  

 取締役会　御中  

 

 監査法人トーマツ 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大西　寛文　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岸　秀隆　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三浦　宏和　印

 

 

　当監査法人は、旧証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社 ジーエス・ユアサ コーポレーションの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第3期事業年度の中間会計期

間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーションの平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

 

追記情報

　「第5　経理の状況　2　監査証明について」に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の5第5項の規定に

基づき中間財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の中間財務諸表について中間監査を行った。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管している。
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 独立監査人の中間監査報告書 
   

 

 

 平成20年11月5日

株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーション  

 取締役会　御中  

 

 監査法人トーマツ 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大西　寛文　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三浦　宏和　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーションの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第4期事業年度の中間

会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーションの平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

 

追記情報

　「第5　経理の状況　2　監査証明について」に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の5第5項の規定に

基づき中間財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の中間財務諸表について中間監査を行った。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管している。
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